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第21期組合会議員選任される

　任期満了に伴う組合会議員改選については、去る第85回の組合会において母体支部より推薦のあり
ました組合会議員について、事務局より報告され、全員の拍手をもって了承されました。

　また、組合会議員の改選に伴い、議長に電気支部の井上議員、副議長に管工事支部の豊嶋議員が就

任されました。

第21期組合会議員名簿
議席 氏　　名 所属支部 議席 氏　　名 所属支部

1 長 田　　 昭 瓦支部 19 赤 崎 稔 雄 電気支部

2 渡 邉 剛 宣 同　上 20 和 深 悦 丈 同　上

3 佐 野 弘 明 同　上 21 前 田 満 雄 技建支部

4 櫻 田 佳 正 畳支部 22 林 田 光 晴 同　上

5 藤 本　　 正 同　上 23 藤 田 芳 夫 表具支部

6 北 山 安 夫 造園支部 24 林　　 安 信 同　上

7 藤 井　　 稔 同　上 25 北 村 修 也 石材支部

8 岡 本 耕 藏 同　上 26 中 山 文 一 同　上

9 山 田　　 稔 同　上 27 河 波 悦 雄 同　上

10 木 村 聖 恩 技能支部 � 豊 嶋 一 俊 管工事支部

11 宮 井 龍 三 同　上 29 萩 原 嘉 樹 同　上

12 小我野　光　博 建具支部 30 吉 田 昌 弘 同　上

13 本 城　　 均 同　上 31 高 木 善 次 建築事協支部

14 山 田 治 男 同　上 32 中 村 典 孝 同　上

15 平 石 忠 逸 建築支部 33 岩 村 和 男 同　上

16 吉 田 順 一 同　上 34 大 西　　 淳 調査士会支部

⑰ 井 上 義 平 電気支部 35 新　　 邦 夫 同　上

18 植 村　　 茂 同　上

◯は議長、□は副議長
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平成23年度　事業報告
（自　平成２３年４月１日　至　平成２４年３月３１日）

Ⅰ　概　況

○�　我が国は昭和３６年に国民皆保険を達成して以来、半世紀が過ぎましたが、当国保組合も昭和４５年

７月に設立以来、平成２３年度で創立４１年となりました。

しかし、我が国経済は依然として長期低迷が続いており、建設業界も景気低迷、公共事業の削減

等により厳しい状況が続いています。

少子高齢化の進展や医療技術の高度化等により国民医療費も毎年１兆円のペースで増加していま

す。当国保組合においても、被保険者数は右肩下がりで減少し、その一方で医療費負担は右肩上が

りに増加の傾向にあります。

○�　こうした状況の中、業種別母体組織を軸とする連帯と相互扶助の精神に基づき、保険給付をはじ

め保健事業の充実等を図り、組合員、御家族の健康の保持・増進に努めてきました。

○�　しかし、一部国保組合の無資格加入問題は、国保組合に対する国庫補助金問題に発展し、平成２３

年度からは調整補助金が見直されました。

平成２３年度の調整補助金の配分については、激変緩和措置が講じられた結果、当国保組合に対す

る補助金はほぼ前年度並みの額となりましたが、激変緩和措置も平成２４年度までとされています。

○�　後期高齢者医療制度の廃止については、なお反対が多く法案が提出される見込みは立っていませ

ん。また、特定健診・特定保健指導については、平成２４年度実施率実績をもとに後期高齢者支援金

（国保組合が負担するもの）が最大１０％加算・減算されるとされていますが、市町村国保や国保組

合の実施率低迷を受けて、実施率が補正される見込みとなっています。

○�　法令遵守の関係については、会計検査院から組合員資格等の判断基準に不適切事案が見られると

の指摘を受けている国保組合が依然としてあり、国は組合規約の改正、組合員資格判断基準の作成

等を各国保組合に求めている状況にあります。

○�　平成２３年度の医療費については、対前年度比で、入院＋2.9％、通院＋0.9％、歯科＋1.9％、調剤

費＋6.4％といずれも増となり、医療費合計で＋2.4％、被保険者一人当たりで＋3.6％の増となりま

した。

○�　特定健診・特定保健指導については、実施４年目

の平成２３年度の特定健診受診率は目標値６０％に対し

38.9％（速報値）（前年度34.3％）、特定保健指導受

診率は目標値４０％に対し7.5％（速報値）（前年度

4.9％）となりましたが、目標値を下回っていま

す。

○�　平成２３年度の決算等の概要は以下のとおりとなり

ました。
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・平成２３年度末の組合員数は2,787人、被保険者数は6,962人で、前年度からそれぞれ９人（▲

0.3％）、37人（▲0.5％）減少しました。この減少傾向は平成７年度以降続いています。

・一方、被保険者のうち前期高齢者数は783人（被保険者数に占める割合：11.2％）、定率補助が

13％の特定被保険者数は1,413人（被保険者数に占める割合：20.3％）で、前年度からそれぞれ２４

人（＋3.2％）、１１５人（＋8.9％）増加しました。

・歳入は、国民健康保険料が７百万円余の微減に止まり、国庫支出金２３百万円余の増、基金繰入金

２億円の増等により、２１億６,７９４万円となり、前年度に比べ２億３,３９７万円（１２．１％）増加しまし

た。

・歳出は、老健拠出金が１８百万円余の減となったものの、保険給付費２７百万円余の増、後期高齢者

支援金２５百万円余の増、介護納付金１３百万円の増、保健事業費１７百万円余の増等により、

１８億３,８７６万円となり、前年度に比べ５,５３８万円（３．１％）増加しました。

・この結果、歳入歳出差引額は３億２,９１７万円となりましたが、前年度からの繰越金１億５,０５８万円

と基金繰入金２億円を差し引いた実質単年度収支は２,１４０万円の赤字となりました。

○�　今後も、組合員数、被保険者数の減少に伴う保険料収入の減少、国の補助金制度の見直しや特定

被保険者数の増加に伴う国庫補助金の減少に加え、医療技術の高度化、高齢化の進展等による保険

給付費の増加などにより、組合財政は一層厳しくなることが予想されます。

そうした状況ではありますが、組合員及び御家族の健康の保持・増進に努めることはもとより、

組合財政の安定に今後とも努めていくこととしています。
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平成23年度医療費の構成割合
単位：千円

合計 1,340,036 千円

通 　 院
40.2 %
538,778

入 　 院
31.1 %
417,364

歯 科
 9.8 %　131,355

調 　 剤
  14.4 %
192,926

調 　 剤
  14.4 %
192,926

入院食事他
  1.5 %
20,115

療養費
  3 %
39,498

合計 1,838,762 千円（歳　　　出）

介護納付金
8 %　147,989

総務費
4.7 %　86,246

老健拠出金・積立金・諸支出金・予備費等
 1.7 %　30,378

共同事業拠出金　1.8 %　33,320

組合会費　0.1%　1,907

後期高齢者支援金等
17.5 %　320,787
後期高齢者支援金等
17.5 %　320,787

前期高齢者納付金等　3.3 %　61,348

保健事業等　3.9 %　71,508

保険給付費
59 %

1,085,279

平成23年度歳入歳出決算構成グラフ
単位：千円

国庫支出金
  45.4 %
982,861

繰 越 金
     7 %
150,580

府・市支出金
 0.4 %
9,611

共同事業交付金
  1.7 %
37,503

財産・諸収入
  2.8 %
60,909

保 険 料
33.5 %
726,478

繰入金
  9.2 %
200,000

合計 2,167,942 千円（歳　　　入）

〈組合員資格の適用の適正化について〉

職別国保に加入できる人
　○　現在、建設業に従事しておられる人、及びそのご家族

　○　規約に定める母体組合に所属されている人

　○　住民票が規約に定める地区内（地域）にある人

　㊟　ただし、新規の法人事業所の事業主や従業員は新規加入することはできません。

健保適用除外承認申請の手続きはお済みですか
　○　個人事業所から株式・有限会社等の法人事業所に事業形態を変更したとき

　○　個人事業所で従業員を５人以上雇用する事実に至ったとき

　○　法人事業所において、従業員を雇い入れたとき

　◇　�上記に該当した場合、法律で社会保険（健康保険、厚生年金保険）が強制適用されます。ただ

し、年金事務所に健保適用除外承認申請を行い、承認を受けていただくことにより、健康保険

は職別国保の被保険者として残ることができます。

　㊟　�厚労省の通達により、やむを得ない場合を除き、事実の発生から５日以内に手続きをするよう

に義務付けられていますので、ご協力をお願いします。

職別国保の組合員資格に適用しなくなったとき
　○　転廃業等により、建設業に従事しなくなったとき

　○　所属の母体組合を脱退したとき

　○�　社会保険の強制適用の事実が発生したにもかかわらず、健保適用除外承認申請（原則、５日以

内）を怠ったとき

　◇�　上記に該当した場合、速やかに、支部事務局に申し出て、職別国保の脱退手続きを行い、他の

健康保険等への切り替えをお願いします。

※　地区（地域）
《京都府》府内全市町村

《滋賀県》�大津市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、野洲市の区域のうち旧野洲町の区域、湖南市、

甲賀市の区域のうち旧甲南町の区域、高島市の区域のうち旧高島町の区域、東近江市の区

域のうち旧八日市市、旧五個荘町及び旧能登川町の区域、安土町

《大阪府》大阪市、豊中市、池田市、吹田市、高槻市、枚方市、茨木市、交野市、寝屋川市

《兵庫県》神戸市、西宮市、伊丹市、宝塚市、豊岡市、丹波市の区域のうち旧市島町の区域

《奈良県》奈良市の区域のうち旧奈良市の区域、天理市

《三重県》伊賀市


